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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワークピースを誘導加熱するための装置であって、
　パルス幅変調制御を用いた交流出力を有する電源と、
　前記電源の前記交流出力に接続された入力を有するインピーダンス整合器と、
　前記インピーダンス整合器の出力に接続され、交流磁界を発生させるインダクタと、
　前記ワークピースをインダクタ内に移動させ、前記ワークピースの選択された部分を前
記磁界と磁気的に結合させる手段と、
　前記選択された部分のそれぞれが誘導加熱処理のために前記磁界と結合された場合に、
前記交流出力の周波数を選択的に調整する手段と、
　前記選択された部分のそれぞれが前記誘導加熱処理のために前記磁界と結合され、前記
交流出力の周波数が調整された場合に、前記交流出力の負荷サイクルを変更することによ
り、前記交流出力の電力を選択的に調整する手段と、
　１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータを検知し
、検知した１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータ
に応答して、アクティブ及び／又はパッシブなインピーダンス整合器回路部品によりイン
ピーダンス整合器を調整する手段と
を備えることを特徴とする装置。
【請求項２】
　ワークピースが有する１以上の複合的な機構を誘導加熱する方法であって、
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　少なくとも１以上のインダクタに電力供給し、前記１以上のインダクタの周囲に交流磁
界を発生させ、
　前記ワークピースの前記１以上の複合的な機構のそれぞれを、前記磁界付近で逐次的に
位置決めし、前記位置決めした機構を前記磁界と磁気的に結合させ、これにより前記位置
決めした機構を誘導加熱処理し、
　前記電力供給のインピーダンスを前記ワークピースのインピーダンスと整合させ、
　前記磁界付近において前記ワークピースの前記１以上の複合的な機構のそれぞれを逐次
的に位置決めする間に電力の周波数を選択的に変化させ、
　前記磁界付近において前記ワークピースの前記１以上の複合的な機構のそれぞれを逐次
的に位置決めして前記電力の周波数を調整する間に電力の負荷サイクルを変化させること
によって、前記電力の大きさを選択的に変動させ、
　１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータを検知し
、及び
　検知した１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータ
に応答して、アクティブ及び／又はパッシブなインピーダンス整合器回路部品によりイン
ピーダンス整合器を調整する
ことを含むことを特徴とする方法。
【請求項３】
　ワークピースを誘導加熱するための装置であって、
　パルス幅変調制御を用いた交流出力を有する電源と、
　前記電源の前記交流出力に接続された入力を有するインピーダンス整合器と、
　前記ワークピースの周囲に位置決めされ、前記インピーダンス整合器の出力に接続され
て交流磁界を発生させるインダクタと、
　前記ワークピースの長さ方向に沿って前記インダクタ内を動かし、前記ワークピースの
選択された部分を前記磁界と磁気的に結合する手段と、
　前記選択された部分のそれぞれが誘導加熱処理のために前記磁界と結合された場合に前
記交流出力の前記周波数を選択的に調整する手段と、
　前記選択された部分のそれぞれが誘導加熱処理のために前記磁界と結合され、前記交流
出力の前記周波数が調整された場合に、前記交流出力の前記負荷サイクルを変化させるこ
とにより、前記交出力の電力を選択的に調整する手段と、
　１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータを検知し
、検知した１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータ
に応答して、アクティブ及び／又はパッシブなインピーダンス整合器回路部品によりイン
ピーダンス整合器を調整する手段と
を備えることを特徴とする装置。
【請求項４】
　１以上の一連の個別のワークピースを誘導加熱処理するための装置であって、
　パルス幅変調制御を用いた交流出力を有する電源と、
　前記電源の前記交流出力に接続された入力を有するインピーダンス整合器と、
　前記交流出力に接続され、交流磁界を発生させるインダクタと、
　前記１以上の一連の個別のワークピースを前記インダクタ内に移動させ、前記１以上の
一連の個別のワークピースの進行断面を前記磁界と磁気的に結合させる手段と、
　前記進行断面それぞれのパラメトリックな変化に応答して誘導加熱処理のために前記進
行断面のそれぞれが前記磁界と結合される場合に、前記交流出力の前記周波数を選択的に
調整する手段と、
　前記進行断面それぞれのパラメトリックな変化に応答して前記誘導加熱処理のために前
記進行断面のそれぞれが前記磁界と結合され、前記交流出力の前記周波数が調整される場
合に、前記交流出力の前記負荷サイクルを変化させることにより前記交流出力の電力を選
択的に調整するための手段と、
　１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータを検知し
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、検知した１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータ
に応答して、アクティブ及び／又はパッシブなインピーダンス整合器回路部品によりイン
ピーダンス整合器を調整する手段と
を備えることを特徴とする装置。
【請求項５】
　前記誘導加熱処理のために、前記進行断面のそれぞれが前記磁界と結合される期間を選
択的に調整するための手段を更に備える請求項４に記載の装置。
【請求項６】
　前記パラメトリックな変化は、前記１以上の一連の個別のワークピースの断面直径を変
化させることを含む請求項４または５に記載の装置。
【請求項７】
　１以上の一連の個別のワークピースを誘導加熱処理するための方法であって、
　少なくとも１以上のインダクタに電力を供給し、前記１以上のインダクタの周囲に交流
磁界を発生させ、
　前記１以上の一連の個別のワークピースを前記インダクタ内に移動させ、前記１以上の
一連の個別のワークピースの進行断面を磁気的に結合させて前記進行断面を加熱処理に晒
し、
　前記電力供給のインピーダンスを前記１以上の一連の個別のワークピースのインピーダ
ンスと整合させ、
　前記磁界付近で前記進行断面のそれぞれが逐次的に位置決めされる場合に前記電力の周
波数を選択的に変化させ、
　前記１以上の一連の個別のワークピースの１の進行断面のそれぞれが前記磁界付近で逐
次的に位置決めされて前記電力の周波数が調整される場合に、前記電力の負荷サイクルを
変化させることにより、前記電力の大きさを選択的に変動させ、
　１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータを検知し
、及び
　検知した１以上の交流電力パラメータ、又は１以上のワークピースの電気的パラメータ
に応答して、アクティブ及び／又はパッシブなインピーダンス整合器回路部品によりイン
ピーダンス整合器を調整する
ことを含むことを特徴とする方法。
【請求項８】
　前記１以上の進行断面のそれぞれが前記磁界に誘導的に結合されるための加熱処理時間
を選択的に変動させるステップを更に含む請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記誘導加熱処理が、表面熱処理、断面浸透熱処理又は接着加熱処理である請求項７ま
たは８に記載の方法。
【請求項１０】
　連続的な又は個別のワークピースを誘導加熱処理するための装置であって、
　直流入力及び交流出力を有するインバータと、
　前記交流出力に接続され、交流磁界を発生させるインダクタと、
　前記連続的な又は個別のワークピースを前記インダクタ内に移動させ、前記連続的な又
は個別のワークピースの進行断面を前記磁界と磁気的に結合させるための手段と、
　前記進行断面それぞれのパラメトリックな変化に応答して誘導加熱処理のために前記進
行断面のそれぞれが前記磁界に結合される場合に前記交流出力の周波数を選択的に調整す
るための手段と、
　前記進行断面それぞれのパラメトリックな変化に応答して前記誘導加熱処理のために前
記進行断面のそれぞれが前記磁界に結合され、前記交流出力の周波数を選択的に調整され
る場合に、前記インバータの前記直流入力の振幅を変化させることにより、前記交流出力
の電力を選択的に調整するための手段と
を備えることを特徴とする装置。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、連続又は個別（ディスクリート）のワークピースの誘導加熱処理に関し、ワ
ークピースの誘導加熱処理を制御するために、パルス幅変調制御または振幅制御を用いた
誘導加熱処理に関する。
【背景技術】
【０００２】
　ドライブシャフト等の細長いワークピースは、ワークピースの選択された機構を加熱処
理する必要がある。例えば、ピニオンギア等の第１の機構がドライブシャフトの一端に配
置され、自在継ぎ手等の第２の機構が他端に配置される。ギア及び継ぎ手は、異なる物理
的構造を有しており、これらの部品を金属硬化させるためには、異なる加熱処理パターン
を必要とする。更に、加熱処理した機構は、その機構の材料中の金属ストレスを緩和する
ために、熱処理後に焼き戻しをする必要がある場合がある。
【０００３】
　ワークピース、及びワークピースの機構群を加熱処理するための１つの方法は、電磁誘
導スキャン（又はプログレッシブ）加熱処理法によるものである。他の設備としてワーク
ピースが動かずに１以上のスキャンインダクタ（コイル）がワークピースの長手方向に沿
って動くものもあるかもしれないが、このプロセスでは、一般に、ワークピースが１以上
のスキャンインダクタを通過する。インダクタの周囲に磁界を発生させるために、交流電
力がスキャンインダクタに印加される。ワークピースを誘導加熱するために、（電気的・
時期的に力を及ぼす）場がワークピースに磁気的に結合（カップリング）される。スキャ
ンインダクタへの交流電力は、ワークピースがインダクタを通過する際に変化する。例え
ば、米国特許第３，７４３，８０８号は、瞬間電力と瞬間速度とを既知のエネルギー分布
プロファイルと比較することにより、誘導電力及び／又はスキャンインダクタのスキャン
速度を制御すること教示している。ワークピースがインダクタを通過する速度（スキャン
速度）は、磁界と結合したワークピースの断面における加熱度合いを制御するために用い
られる。
【０００４】
　ワークピースの誘導加熱の侵入深さ（誘起電流の侵入深さδ）は以下の式から算出され
得る。
【数１】

【０００５】
　ここで、δはメーター値、ρはワークピースのオーム計による電気抵抗値、μはワーク
ピースの相対透磁率、Ｆは供給される誘導電力のヘルツ周波数値である。つまり、透過深
さは、印加された電流の周波数の平方根に反比例する。仮に、ワークピースが、浅い浸透
深さ（例えば２．５ｍｍ）に加熱する必要がある第１の機構と、より深い浸透深さ（例え
ば４．５ｍｍ）に加熱する必要がある第２の機構との、２つの機構を有している場合は、
従来法では、出力周波数を例えば１０，０００ヘルツに固定したインバータを用いて浅い
浸透深さへの加熱を行う。上記式によれば、ワークピースの第２の機構へのより深い浸透
深さへの加熱を行うには、インバータの出力周波数は１０，０００ヘルツよりも低くすべ
きであるが、周波数は固定されているので、第２の機構に熱伝導させることにより、より
深い加熱を実現するためには、第２の機構へ誘導加熱スキャン速度を遅くしなければなら
ない。更に、スキャン速度を遅くした場合には、第２の機構の表面が過熱されるのを避け
るためには、誘導コイルへのインバータの出力電力値を下げなければならない。また、加
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熱処理した機構は、その後その応力を減少させるための焼き戻し処理が必要となる。典型
的には、まず、必要な浸透深さへ熱処理を行うために、低い電力で高周波数に固定した第
１スキャンにより機構を加熱処理し、次いで、低い周波数に固定し第２スキャンで加熱し
てその機構を焼き戻す。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】米国特許第３７４３８０８号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の１つの目的は、ワークピースを誘導スキャンするに際し、ワークピースの様々
な機構を異なる浸透深さにおいて必要に応じて誘導加熱、及び／又は焼き戻すために、パ
ルス幅変調により、インバータの出力電力レベルを調節しながらインバータの出力周波数
を変化させるようにすることである。
【０００８】
　本発明の他の目的は、最適な誘導加熱を実現するために、浸透深さを制御することによ
り、電源の出力周波数を制御することである。
【０００９】
　本発明の他の目的は、ワークピースを様々な度合いで必要に応じて誘導加熱処理及び／
又は焼き戻す際に、パルス幅変調又は振幅制御により、インバータの出力電力レベルを調
節しながらインバータの出力周波数を変化させるようにすることである。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明は一側面において、スキャンコイルを通過するワークピースの断面の加熱条件に
基づいて、スキャン誘導コイルに様々な周波数及び負荷サイクルの交流電力を供給するた
めの装置及び方法である。プロセッサに入力を与えるために、サーボモーター等の位置検
出手段を使用することができる。プロセッサは、入力されたワークピースの瞬間位置を、
記憶されたワークピース位置の値の表と比較する。各ワークピース位置の値は、その位置
で与えられる必要熱エネルギーに相当する周波数、電力レベル及び時間長さと相関を有す
ることができる。本発明の一実施形態では、プロセッサは、低周波時にインバータの電圧
パルス幅が減少すると、インバータの出力電力値を低下させてインバータの出力電力値の
増大が相殺されるようにするパルス幅変調コマンドを、インバータのスイッチングゲート
回路に出力するアルゴリズムを使用する。このアルゴリズムによれば、逆に高周波時にイ
ンバータの電圧パルス幅が大きくなると、インバータの出力電力値が増大されてインバー
タからの出力電力値の減少が相殺される。
【００１１】
　本発明は他の側面において、コイルを通過するワークピースの断面の加熱条件に基づい
て誘導コイルに様々な周波数及び負荷サイクルの交流電流又は振幅制御を与えるための装
置及び方法である。
【００１２】
　本発明のその他の側面は、本明細書及び付随する請求項に説明されるとおりである。
【００１３】
　上記の概要は、以下の発明の詳細な説明と同様に、添付の図面とともに読解することに
より、より良く理解されるだろう。本発明を説明するために、現在好ましい本発明の典型
的な形式は、図面に示されているが、本発明が以下に添付する図面の配置及び手段に限定
されるものではない。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明のスキャン誘導加熱装置の一例を略示するダイヤグラム図である。
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【図２】本発明のスキャン誘導加熱装置と共に使用する電源及び負荷回路の一例を略示す
るダイヤグラム図である。
【図３ａ】パルス幅変調を適用してインバータ出力をフルパワーからハーフパワーに変化
させるパルス幅変調の適用例の例示図である。
【図３ｂ】パルス幅変調を適用してインバータ出力をフルパワーからハーフパワーに変化
させた場合の例示図である。
【図４ａ】パルス幅変調を用いない場合の、インバータの周波数出力変化に伴う負荷電流
の大きさの変化を表す例示図である。
【図４ｂ】パルス幅変調を用いない場合の、インバータの周波数出力変化に伴う負荷電力
の大きさの変化を表す例示図である。
【図４ｃ】パルス幅変調を用いない場合の、インバータの周波数出力変化に伴う負荷抵抗
の大きさの変化を表す例示図である。
【図４ｄ】パルス幅変調を用いない場合の、インバータの周波数出力変化に伴う負荷回路
のＱ係数の変化を表す例示図である。
【図５ａ】パルス幅変調無しでの、インバータの周波数出力を３，０００ヘルツとした場
合のインバータの出力電圧と負荷電流との間の関係を表す例示図である。
【図５ｂ】パルス幅変調無しでの、インバータの周波数出力を１０，０００ヘルツとした
場合のインバータの出力電圧と負荷電流との間の関係を表す例示図である。
【図５ｃ】パルス幅変調無しでの、インバータの周波数出力を３０，０００ヘルツとした
場合のインバータの出力電圧と負荷電流との間の関係を表す例示図である。
【図６】本発明の一実施例の、パルス幅変調を用いるインバータにおける、出力電圧と負
荷電流との間の関係を表す例示図である。
【図７】スキャン中にインバータの出力周波数が変化するに際してスキャン誘導電力を制
御するための、本発明の誘導電力制御スキームの一例を略示するフローチャートである。
【図８】本発明の誘導加熱装置に使用される電源及び負荷回路の他の一例を略示し、イン
バータの出力と負荷回路との間にインピーダンス整合回路が用いられた場合の構成図であ
る。
【図９】本発明の誘導加熱装置に用いられる電源及び負荷回路の他の例を略示する構成図
である。
【図１０】本発明の誘導加熱装置に用いられる電源及び負荷回路の他の例を略示する構成
図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明のスキャン誘導加熱装置の一例を図面に示す。図１に示すように、インバータ１
０は、バスバーのような好適な導電体を介して単相の交流電力をスキャンインダクタ（コ
イル）１２に供給している。インバータへの直流入力は、任意の直流電源により行うこと
ができる。インダクタは、斯界に既知の、例えばシングルあるいはマルチ型のターンイン
ダクタ、あるいは、一つ以上の交流電源に接続された個別のインダクタのアセンブリとす
ることができる。ワークピース１４は、ワークピースをインダクタ内に通すための手段、
例えば、ワークピースの両端を支えるための延長アーム１６ａを持つネジ駆動アッセンブ
リ１６のような手段により所定の位置に保持される。或いは、ワークピースは動かずにイ
ンダクタがワークピースに沿って動くか、又は、ワークピース及びインダクタの双方が組
み合わさって協働して移動する態様が用いられてもよい。ワークピースがインダクタ内を
通る際に、電気モーター１８のような、ワークピースを回転させるための手段が設けられ
ていてもよい。サーボ機構２０等の位置検出手段は、プロセッサ２２に位置出力信号２１
を与える。位置出力信号は、インダクタ内におけるワークピースの断面のＹ座標位置（即
ち、インダクタ内の電流流れにより生ずる磁界と有効に結合（カップリング）するワーク
ピースの部分）を示す。
【００１６】
　図８に示すように、本発明のいくつかの例では、インピーダンス整合器４０がインバー
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タの出力と負荷回路の間に設けられていてもよい。インバータへの直流入力は、図２或い
は他の任意の好適な方法により行われることができる。インピーダンス整合器にはアクテ
ィブ、及び／又はパッシブな回路部品を用いることができる。一例としては、これに限ら
れるものではないが、固定比率（fixed ratio)変圧器又は単巻変圧器、又はマルチプルタ
ップ及びインバータの出力と負荷回路の間のインピーダンス整合に付加的な柔軟性を与え
るためタップ変化装置を有する変圧器又は単巻変圧器を用いることができる。或いはまた
、インピーダンス整合器は、負荷変化のインピーダンスに応じて動作インピーダンス整合
を得るために、アクティブ型回路部品、又はアクティブ型とパッシブ型を組み合わせた回
路部品を用いることができる。例えば、インピーダンスを動的に調整するために、１以上
のインバータ出力電力値（パラメータ）、及び／又は電気的パラメータが動作インピーダ
ンス整合回路に検知され入力される。インピーダンス整合器４０は、本発明の任意の別の
例と組み合わせて用いてもよい。
【００１７】
　ワークピースは、機構１４ａ、１４ｂ、１４ｃのような１以上の機構を有することがで
き、これら１以上の機構は、インダクタを通過する際に、これらの機構を異なる誘導電流
浸透深さで加熱処理及び／又は焼き戻しを行う必要が生じ得る。ワークピースのこれらの
機構の間の領域には加熱処理が必要であってもよいし不要であってもよい。複合的な機構
は、図１に示すように、離間されるか、あるいは相互に隣り合わせて位置付けられる。
【００１８】
　プロセッサ２２は、位置検出手段からの出力信号を処理し、以下に説明するように、誘
導コイルに対する入力されたワークピース位置で得られるべき誘導加熱の電力レベル、周
波数及び時間長さを決定する。
【００１９】
　図２は、インバータに直流（ＤＣ）電力を供給するための一つ方法を例示するものであ
り、インバータ１０を用いたＡＣ－ＤＣ電力供給の一例の簡易概略図である。整流器セク
ション３０は、ラインＡ、Ｂ、Ｃを介してユーティリティ電源のような好適な電源の交流
電力を受ける全波整流器３２を含む。フィルターセクション３４は、電流制御装置（ＬCL

R）と、ＤＣフィルターキャパシタ（ＣFIL）とを含む。インバータセクション１０は、４
つのスイッチング装置Ｓ1、Ｓ2、Ｓ3、Ｓ4と、関連する逆並列ダイオードＤ1、Ｄ2、Ｄ3

、Ｄ4とを夫々含んでいる。各スイッチング装置は、任意の好適な半導体装置、例えば、
絶縁ゲートバイポーラトランジスタ（ＩＧＢＴ）のようなものであって良い。インバータ
１０の出力に接続された負荷回路はスキャンインダクタ（Ｌコイル）とワークピース１４
とを含み、ワークピースは、ワークピースかインダクタに対して相対的に移動する際にイ
ンダクタの周囲に発生する磁界とカップリングする領域又は機構を有する。ワークピース
とスキャンインダクタ（Ｒコイル）の抵抗は、負荷抵抗（Ｒ負荷）を含む。
【００２０】
　図３（ａ）には、電圧パルス幅を変調しない、図２に示すブリッジインバータの代表的
な出力電圧波形（全電圧出力）が例示される。第１時間Ｔ1ではスイッチング装置Ｓ1及び
Ｓ4が導通され、オーバーラップしない第２時間Ｔ1ではスイッチング装置Ｓ2及びＳ3が導
通され、例示した１／２Ｔ1に等しい周波数での全出力電圧波形が生成される。図３（ｂ
）には、ブリッジインバータの、５０パーセント負荷サイクル（α）での代表的な出力電
圧波形（半電圧出力）が例示される。各スイッチング装置は、図３（ａ）における時間周
期と同じ時間Ｔ1の間継続して導通されるが、スイッチング装置Ｓ3及びＳ4の導通時間は
、例示した全出力電圧の半分を発生させるために、半分時間（即ち、負荷サイクルが５０
パーセントに等しい）だけ先行する。こうすることで、各半分時間毎に負荷がショートす
る。スイッチング装置Ｓ3及びＳ4の導通時間のオーバーラップ部分の長さを変化させるこ
とが負荷サイクルの値を変化させる結果になる。電力は供給電圧の二乗に比例することか
ら、インダクタに付加される電力も負荷サイクルの変化に従い変化する。本発明では、負
荷サイクルを変化させて電圧（電力）の大きさを調節する間の時間Ｔ1を変化させること
で、可変周波数制御を達成する。



(8) JP 5306338 B2 2013.10.2

10

20

30

40

50

【００２１】
　本発明のパルス幅変調制御を用いないで出力周波数を変化させた場合の電源の出力特性
上の特性を、特定のワークピースの基準負荷回路と共に例示する。電圧６３５ボルト（Ｖ

出力）、周波数（ｆ0）１０，０００ヘルツで電力出力値が１００，０００ワット（Ｐ（
ｆ0））であるインバータでの基準負荷回路特性が設定される：
　Ｌ0＝３０×１０-6Ｈ（インバータ負荷のインダクタンス値）
　Ｒ0＝０．４Ω（インバータ負荷の抵抗値）
　Ｑ0＝（２・π・ｆ0・Ｌ0）／Ｒ0＝４．７１２（負荷回路のＱ係数）
【００２２】
　基準ピーク負荷電流Ｉ0は、以下の式（１）から７７２．４５アンペアと算出され得る
。
【数２】

【００２３】
　図４（ａ）に、インバータの出力周波数ｆの増大に伴うインダクタ電流Ｉ（ｆ）の減少
を、基準電流に対して標準化して例示する。Ｉ（ｆ）は以下の式（２）から求められる：
【００２４】

【数３】

【００２５】
　図４（ｂ）に、インバータの出力周波数ｆの増大に伴う誘導加熱電力Ｐ（ｆ）の減少を
、基準電流に対して標準化して例示する。Ｐ（ｆ）は以下の式（３）から求められる：
【００２６】
【数４】

【００２７】
　図４（ｃ）に、インバータの出力周波数ｆの増大に伴う負荷抵抗値Ｒ（ｆ）の増大を、
基準電流に対して標準化して例示する。Ｒ（ｆ）は以下の式（４）から求められる：
【００２８】

【数５】

【００２９】
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　図４（ｄ）に、インバータの出力周波数ｆの増大に伴う負荷回路のＱ係数の増大を例示
する。Ｑ係数は以下の式（５）から求められる：
【００３０】
【数６】

【００３１】
　図５（ａ）～図５（ｃ）に、本発明のパルス幅変調制御を用いない特定例での、図４（
ａ）～図４（ｄ）に示す関係を一般化して例示する。図５（ｃ）は、パルス幅変調制御を
用いずに全電力及び周波数３０，０００ヘルツで動作するインバータの電圧及び電流の各
出力を図示する。
【００３２】
　図５（ａ）ではインバータの出力周波数が３，０００ヘルツに落とされ、電流（及び電
力）出力値が、パルス幅変調制御を用いることなく相対的に高められている。本発明では
インバータ出力のパルス幅変調制御は、比較的大きな負荷サイクルを使用してインバータ
の電力出力値を下げるために使用されることができる。
【００３３】
　図５（ｂ）では、インバータの出力周波数は１０，０００ヘルツであり、電力出力値は
、パルス幅変調制御を用いない、出力周波数３，０００ヘルツ時のそれよりも小さいが、
尚、図５（ｃ）に示すインバータの定格全電力（電流）よりも大きい。本発明では、出力
周波数３，０００ヘルツ時に使用するそれよりも低い負荷サイクルと共にインバータ出力
のパルス幅変調制御を使用して、インバータの電力出力値を定格値あるいはそれ以下に維
持することができる。
【００３４】
　一般に、本発明では、パルス幅変調制御は、インバータの任意の運転周波数における出
力電力値を、このパルス幅変調制御を使用しない場合に生じ得る出力電力値から変化させ
るために使用される。一般に、負荷サイクルは、周波数が減少するに従い減少し、かくし
てインバータの出力電力値を低下させ、また、負荷サイクルは、周波数が増大するに従い
増大してインバータの出力電力値を増大させる。
【００３５】
　図６に、パルス幅変調制御を使用する場合の負荷電流の特性を例示する。インバータの
出力電圧値がゼロではない場合、負荷電流Ｉ負荷は以下の式（６）から求められる：
【００３６】
【数７】

【００３７】
　インバータの出力電圧値がゼロの場合は負荷電流は以下の式（７）から求められる：
【００３８】

【数８】
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【００３９】
　ここで、Ｉ初期値はインバータ出力電圧値がゼロに移行した場合の電流の大きさである
。
【００４０】
　図６から、負荷サイクルが短い程、出力電圧値がゼロとなって負荷電流値が降下する以
前の負荷電流（及び電力）のピーク値が小さくなることが分かる。逆に、負荷サイクルが
長くなると、出力電圧値がゼロになって負荷電流が降下する以前の負荷電流（及び電力）
のピーク値は大きくなる。
【００４１】
　図７に、本発明のスキャン誘導加熱法の非限定例としての簡易フローチャートを示す。
このフローチャートに示される各ルーチンは好適なハードウェアと共に実施され得るコン
ピューターソフトウェアにおいて実行され得る。ルーチン１００では、インダクタ１２内
のワークピース位置を表すワークピース（ＷＰ）スキャン座標値（Ｙ）が入力される。ル
ーチン１０２では、Ｙ座標位置での誘導加熱のための電力（ＰY）、周波数（ＦY）及び時
間（ＴY）の各値が入力される。これらの値は、装置を使用するワークピースの実証試験
によって確立した値に基づく、例えばルックアップテーブルとして記憶装置に予め記憶さ
せておくことができる。あるいは、スキャン誘導装置のオペレーターがこれらの値を手動
入力しても良いし、あるいはその他の方法を用いて、ワークピースをそれぞれの位置で誘
導加熱処理するために必要な周波数、電力レベル、また、使用するのであれば可変時間、
の各値を決定することができる。ルーチン１０４では、以下の式（８）で得られるインバ
ータ出力値に対する必要な負荷サイクル（ＤＣY）を計算する。
【００４２】
【数９】

【００４３】
　Ｐ（ＦY）は、誘導加熱処理する実際のワークピースから決定した好適な基準負荷回路
を使用して式（３）から求められる。
【００４４】
　ルーチン１０６では電源のスイッチング装置の切替を制御して、所望の出力周波数と負
荷サイクルとを達成する。この非限定例では、ルーチン１０６がインバータのスイッチン
グ装置のためのゲート回路に、必要な周波数ＦY及び負荷サイクルＤＣYを達成するための
ゲートインバータ制御信号を出力する。ルーチン１０８では、実測した出力電力値が設定
電力値ＰYであるかを決定する。実測した出力電力値は好適な検出装置を使用して入力さ
れることができる。もし実測電力値が要求設定電力値と等値ではない場合は、負荷サイク
ルがルーチン１１０において適宜調節され、次いでルーチン１０８が繰り返される。もし
実測電力値が要求設定電力値と等値の場合は、ルーチン１１２において、設定時間ＴYが
過ぎていないかどうかがチェックされる。もし設定時間を過ぎていない場合はルーチン１
０８が繰り返される。もし設定時間を過ぎている場合はルーチン１１４においてワークピ
ース位置決め用システムに対して制御信号が出力され、ワークピースを次の誘導加熱処理
のための増分位置に前進させ、ルーチン１００に戻る。本発明の別の実施例では各Ｙ座標
位置での誘導加熱時間はインダクタ内でのワークピースのすべての位置において同じであ
り、この構成上、周波数変化に従う周波数制御及び負荷サイクル制御は、ワークピースの
各位置がインダクタを通して一定速度で段階的に進むに従い、これらの各位置を誘導加熱
するために使用される。
【００４５】
　本発明の他の実施例では、インダクタを通り抜けるワークピースの移動及び位置、例え
ば、誘導スキャン装置が多数の同じワークピースを逐次的に誘導加熱処理する場所、が予
め決定され得る。この構成では、ワークピースの各位置における電力、周波数、時間、負
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荷サイクルの設定値が、本発明のワークピース及び誘導スキャン装置を使用した実証試験
によって予め決定され、その装置で熱処理される連続する同一のワークピースのそれぞれ
に対してこれら設定値の任意のものあるいはすべてのものをさらに入力又は計算すること
なく誘導加熱処理が実行される。インダクタ内のワークピースの部分或いは機構の増分的
位置調整あるいは逐次的位置調整は、ワークピースあるいはインダクタ、あるいは双方の
組み合わせが、連続的に移動して見えるように細かく、微細に、あるいは段階的に移動し
て見えるように粗く、不連続に段階的に動くことで達成され得る。ここで、「選択された
部分」、「複合的な機構」、「位置」とは、インダクタ内に配置したワークピースの、様
々な周波数及び負荷サイクルで誘導加熱処理する各セクションを説明するために使用され
るが、本発明には、そうした各部分、機構あるいは位置がインダクタを通過する間に周波
数及びまたは負荷サイクルを変化させることが含まれる。即ち、ワークピースの各部分、
機構あるいは位置は、それらがインダクタを通過する間に可変の周波数及び負荷サイクル
を使用して加熱処理され得る。
【００４６】
　本発明の別の実施例では、パルス幅変調制御は、インバータの出力周波数値がワークピ
ースの所定の位置で変化する場合に、インバータの電力出力値を制御するため、例えば、
ワークピースの機構の加熱処理及び焼き戻しを達成させるために使用される。ワークピー
スに含まれる機構の逐次的な加熱処理は、ワークピースに位置決めされる順番で実施する
ことに限定されるものではない。例えば、図１のワークピース１４を参照するに、機構１
４ａ、１４ｂ、１４ｃはインダクタ１２を通してこの順で逐次的に位置決めされ、加熱処
理され得る。あるいは、例えば機構１４ａ、１４ｃ、１４ｂの順で逐次的に位置決め及び
加熱処理することもできる。
【００４７】
　本発明の他の実施例に係るパルス幅変調制御は、ここで開示するように、インバータの
周波数が変化する場合に、インバータの電力出力を制御し、様々なタイプの誘導加熱処理
における様々な種類のワークピースに対する誘導加熱効果を最適化するために使用される
。誘導加熱処理とは、例えば、以下に限られるものではないが、表面熱処理、コア加熱を
完了するまでの様々な浸透深さによる浸透熱処理、又は、ワークピースの表面に塗布され
た塗料を誘導加熱により接着させる等の物質付加熱処理等を含む。ワークピースは、連続
的なワークピース、例えば、様々な寸法を有するストリップ、ワイヤ又は管状であっても
よく、これらは中空でもソリッド（中身が詰まっている）であってもよい。或いは、ワー
クピースは、個別（ディスクリート）のワークピース、例えば、ソリッド部分、管状部分
、長方形又は正方形のブロック、或いは金属構造又はワークピースの特性を変化させるた
めに全体又は部分誘導加熱を必要とする他の任意の形状であってもよい。または、コーテ
ィング、ろう付け又は拡散等により元のワークピースに物質を塗布したものであってもよ
い。
【００４８】
　連続的なワークピースの例としては、これに限られるものではないが、ワイヤを、イン
バータの出力に接続された１以上のインダクタ内に、直接的に又はインピーダンス整合器
を介して送り込むことができる。以下に限られるものではないが、１以上のインダクタに
ワイヤを送り込むための好適な装置、例えば、１以上のインダクタの一端に設けた供給リ
ールと、１以上のインダクタの他端に設けた動力駆動の巻き取り式のリールを設けること
ができる。１以上のインダクタ内を通過する各進行断面に対する熱処理の好ましい形態を
得るためにインバータの周波数を変化させる場合に、インバータの出力を制御するために
パルス幅変調制御が用いられる間、連続的なワイヤは、１以上のインダクタ内を通過する
連続的なワークピースの断面の連続的進行として表すことができる。さらに、本発明の他
の実施例では、ワークピースの１以上のパラメータ、これは以下に限られるものではない
が、例えば、進行断面における望ましい誘導加熱処理を達成するために、断面直径が基準
（公称断面）から逸脱するに従ってパルス幅変調制御及び周波数を制御する場合に、公称
断面直径から外れるものを検知することができるように、ワイヤの各進行断面の断面直径
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を動的（同時）に検知し、利用することができる。この方法により、ワークピースの進行
断面の直径が基準値から外れた場合であっても、均一な誘導加熱表面温度に維持すること
ができる。進行断面の断面直径の検知は、例えば、ワイヤの周囲に好適に位置調整された
レーザ照準アレイによって行うことができる。断面直径は、ワークピースの１つのパラメ
トリックな変化の典型であり、本発明のパルス幅変調制御及び周波数の調整によって検出
することができる。更に、１以上のインダクタ内を移動するワイヤの速度は、時間を調整
することによって変わり、進行断面のそれぞれは、各進行断面の望ましい誘導加熱処理を
達成するために、１以上のインダクタを流れる電流により発生する磁場にカップリングさ
れる。本発明の他の実施例では、１以上の誘導コイルは、ワークピースの動きと独立に又
は一緒に、ワークピースの長さ方向に沿って移動することができる。
【００４９】
　個別（ディスクリート）のワークピースとしては、上述した連続的なワークピースの加
熱処理と似た手順で各独立的なワークピースの各進行断面の加熱処理を行う際に、一連の
個別のワークピースが好適な運搬装置によって１以上の誘導コイル内に供給されることが
できる。他の応用例では、個別のワークピースは１以上の誘導コイル内にそれぞれ個々に
供給されるか、ワークピースを動かさずに１以上のコイルをワークピースの長さ方向に沿
って動かすことができるか、或いは、ワークピースと１以上の誘導コイルの双方の協調運
動により行うことができる。
【００５０】
　本発明の他の実施例では、振幅制御単独又は上述したパルス幅変調制御との組み合わせ
が、任意の運転周波数におけるインバータの出力電力を、振幅制御単独或いはパルス幅変
調制御と組み合わせない場合の出力電力から、変化させるために用いることができる。
【００５１】
　振幅制御を達成するための１つの方法を、図９の簡略化した構成図に表す。インバータ
１０からの可変の周波数出力と組み合わせたインバータ出力振幅制御を提供するために、
アクティブスイッチング素子を制御することにより整流器の直流出力電圧の振幅（インバ
ータ１０への入力）変化させることができるように、整流器３２ａは、例えばシリコン制
御整流器等のアクティブスイッチング素子３３ａ～３３ｆにより構成されている。
【００５２】
　或いは、図１０に示す非制限的な例であるチョッパレギュレータ回路４２によって表さ
れるチョッパレギュレータが、任意の運転周波数においてインバータの出力電圧を振幅制
御しない場合から変化させるために、調整された直流電力をインバータ１０の入力に与え
るために用いることができる。
【００５３】
　或いは、振幅制御は、本発明の上述の任意の実施例におけるパルス幅変調制御と取り替
えることができる。
【００５４】
　上記の実施例は、説明を目的として提供するものであり、本発明を限定する事項として
構成されるものではない。本発明は、様々な実施形態によって記載したが、ここで用いら
れる用語は、用語の限定よりもむしろ記述的及び例示的な用語であることを理解されたい
。本発明は、特定の手段、物質及び実施形態を参照して説明したが、本発明はここに開示
される特定物に限定されることを意図するものではなく、むしろ、本発明は、添付された
請求項の技術的範囲内において機能上等価な構造、方法及び使用に拡張されるものである
。当業者は、この明細書の示唆の利益を得てそこから様々な変形例を生じさせることがで
き、本発明の範囲及び趣旨から逸脱することなく変更を行うことができる。
【符号の説明】
【００５５】
　１０　インバーター
　１２　スキャンインダクタ
　１４　ワークピース
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　１６　ネジ駆動アセンブリ
　１８　電気モーター
　２０　サーボ機構
　２１　位置出力信号
　２２　プロセッサ

【図１】 【図２】
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